
数値目標の設定とその考え方について 

2031 年度における目標値を、将来推計結果及び国の基本方針等を踏まえた上で、次のとおり設定する。 

１ 一般廃棄物   （ ）は 2024 年度比の増減 

 基準年度実績 

［2024 年度］ 

現行計画目標 

［2026 年度］ 

将来推計 

［2031 年度］ 

目標案 

［2031 年度］ 
目標設定の考え方 

【参考】国の基本方針（2025.2 変更） 

変更前 現行 

①  排出量 2,220 千ｔ 2,390 千ｔ 
2,103 千ｔ 

（△5.2％） 

2,079 千ｔ 

（△6.4％） 

国の基本方針を参考に、人口減少率の差及び基準年度から目標年度まで

の期間の差（国：8年、県：7年）を考慮して設定する。 

2025 年度に 

2012 年度比△16％ 

2030 年度に 

2022 年度比△９％ 

②  
出口側の 

循環利用率 
22.1％ 約 23％ 

21.3％ 

（△0.8 ﾎﾟｲﾝﾄ） 

23％ 

（＋0.9 ﾎﾟｲﾝﾄ） 

現行計画の目標を継続する。 

※現行計画の目標は将来推計と乖離があるものの、プラスチック類を始め

とした再生利用の促進を図るための施策の実施により目標達成を目指す 

2027 年度に約 28％ 
2030 年度に約 26％ 

(2022 年度比＋６ﾎﾟｲﾝﾄ） 

③  最終処分量 133 千ｔ 186 千ｔ 
125 千ｔ 

（△6.4％） 

125 千ｔ 

（△6.4％） 
将来推計が国の基本方針を上回るため、将来推計と同値とする。 

2025 年度に 

2012 年度比△31％ 

2030 年度に 

2022 年度比△５％ 

④  
一人一日当たりの 

家庭系ごみ排出量 
463g 480g 

440g 

（△5.0％） 

434g 

（△6.3％） 

排出量（①）の将来推計から目標までの削減分について、家庭系ごみの

比率は基準年度と同等として家庭系ごみ排出量を算出し、設定する。 
2027 年度に約 440g 

2030 年度に約 478g 

（2022 年度比△3.6％） 

⑤  
一人一日当たりの 

ごみ焼却量【新規】 
615g － 

594g 

（△3.4％） 

537g 

（△12.8％） 

国の基本方針を参考に、基準年度から目標年度までの期間の差（国：8

年、県：7年）を考慮して設定する。 
－ 

2030 年度に約 580g 

（2022 年度比△14.6％） 

２ 産業廃棄物   （ ）は 2024 年度比の増減 

 基準年度実績 

［2024 年度］ 

現行計画目標 

［2026 年度］ 

将来推計 

［2031 年度］ 

目標（案） 

［2031 年度］ 
目標設定の考え方 

【参考】国の基本方針（2025.2 変更） 

変更前 現行 

①  排出量 15,659 千ｔ 15,573 千ｔ 
16,473 千ｔ 

（＋5.2％） 

15,796 千ｔ 

（＋0.9％） 

国の基本方針を参考に、基準年度から目標年度までの期間の差（国：8

年、県：7年）を考慮して設定する。 

2025 年度に 

2012 年度比＋３％ 

2030 年度に 

2022 年度比＋１％ 

②  
出口側の 

循環利用率 
70.4％ 約 74％ 

70.8％ 

（＋0.4 ﾎﾟｲﾝﾄ） 

74％ 

（＋3.6 ﾎﾟｲﾝﾄ） 

現行計画の目標を継続する。 

※県実績が国の基本方針を上回るため、将来推計と現行計画の目標を比較 

※現行計画の目標は将来推計と乖離があるものの、サーキュラーエコノミー

の推進等の施策の実施により目標達成を目指す 

2027 年度に約 38％ 
2030 年度に約 37％ 

(2022 年度比±０ﾎﾟｲﾝﾄ） 

③  最終処分量 760 千ｔ 614 千ｔ 
810 千ｔ 

（＋6.6％） 

694 千ｔ 

（△8.8％） 

国の基本方針を参考に、基準年度から目標年度までの期間の差（国：8

年、県：7年）を考慮して設定する。 

2025 年度に 

2012 年度比△24％ 

2030 年度に 

2022 年度比△10％ 

３ 食品ロス 

 
参考値 

［2000 年度］ 

実績 

① 2024 年度 

② 2025 年度 

現行計画目標 

［2026 年度］ 

目標（案） 

［2031 年度］ 目標設定の考え方 【参考】国の目標 

①  排出量 825 千ｔ 373 千ｔ 433 千ｔ 342 千ｔ 

 家庭系 356 千ｔ 165 千ｔ 189 千ｔ 158 千ｔ 
現行計画目標を上回る目標を設定することとし、国の目標を達成するた

めの削減ペース（2030 年度に 2024 年度比 3.6％削減）を考慮して設定する。 
2030 年度に 2000 年度比 50％削減（※１） 

 事業系 469 千ｔ 208 千ｔ 244 千ｔ 184 千ｔ 
国の目標を参考に、2000 年度から目標達成年度までの期間の差（国：30

年、県：31 年）を考慮して設定する。 
2030 年度に 2000 年度比 60％削減（※２） 

②  

食品ロス問題を認

知して削減に取り

組む消費者の割合 

－ 79.2％ 85％ 85％ 現行計画の目標を継続する。 2030 年度に 80％（※３） 

※１、２：「食食品ロスの削減の推進に関する基本的な方針」に基づく目標 

※３  ：「食５５次食推推進基本計画」に基づく目標 

資料２ 


